【厚生労働省要請】

　自治労は2010年11月11日、厚生労働省に2011年度政府予編成に関する要請行動を実施した。自治労からは、加藤副委員長、島添社会保障局長、鈴木衛生医療局長、太田政治局長、森下現業局長、首藤公営企業局長が参加した。厚労省からは、小林正夫政務官が応対した。

　冒頭、加藤副委員長が「2011年度予算では社会保障の拡充強化をはかるため、財源の確保に努めてほしい。特に、子育て支援の強化に向けて、放課後児童クラブ等の促進を進めてほしい。また、地域医療の確保のため、医師不足・看護師不足解消にむけた支援を強化してほしい。雇用政策についても積極的な政策をお願いしたい。」と述べた。

　これに対し、小林政務官は、「年金・医療の自然増に対する予算確保に向け、全力を上げる。財源確保に向け、予算の無駄については徹底的に見直したい。子育て支援の財源については、ご意向に沿う形で確保していきたい。医師不足については、文科省と連携しながら、医師の養成や勤務医の負担軽減に取り組んでいきたい。また、看護職員の不足については、養成促進や定着・再就職支援等、取り組みを強化したい。」と応えた。

　要請書の項目に沿って（別紙要請書参照）まず島添局長が「中期財政フレームの中で予算の上限が示されたが、学童保育をはじめ子育て支援等社会保障関係の予算をぜひとも確保してもらいたい。」と社会保障の拡充を要請した。

　これに対し、小林政務官は、「細川大臣から労働と子育て支援を中心に担当してほしいと指示を受けている。これからしっかり対応いきたい。」と応えた。

　続いて、鈴木局長が、「看護の現場では家庭と仕事の両立が大変難しく、一度辞めた職員はなかなか戻ってこない現実がある。社会保障国民会議の中で示された就労看護職員200万人確保の実現のためにも、看護職員の離職防止に向けた支援もお願いしたい。」と述べた。

　これに対し、小林政務官は、「看護職員の定着にむけ、離職防止のための支援も強化したい。勤務形態のあり方も含め、今後検討したい。」と応えた。

　続いて、森下現業局長が、「食育の推進のために、現場の調理員の活用も含め、さらなる支援を要請したい。」と述べた。

　これに対し、小林政務官は「大事なことだと思うので、しっかり対応したい。」と回答した。

　続いて、首藤公営企業局長が、「水基本法の制定に向け、自治労でも協議している。水の管理一元化に向け、ご支援をお願いしたい。また、海外水ビジネスへのインフラ支援に関し、自治体任せにせず、国の方でもリスク管理をしてほしい。」と要請した。

　これに対し、小林政務官は「不安なく働けるのが、労働の基本であると考えるので、今後しっかり対応したい。」と応えた。

　最後に自治労側から、今後の継続的な協議を求めて、同省への要請を終了した。
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2011年度政府予算編成に関する要請書

　貴職の厚生労働行政の推進に対するご尽力に敬意を表します。

　さて、2011年度厚生労働予算編成は政権交代後の初めての本格的な予算編成となります。自公政権による社会保障予算の継続的な抑制削減が今日の社会保障制度に対する国民の不信と不安をもたらしたことを踏まえ、暮らしのセーフティネットを強化し、積極的な雇用政策と社会保障政策の下、市民生活の安心と信頼を再確立されるべく以下の通り要請いたします。

（◎が重点課題）

記

1.　社会保障の拡充強化について

◎(１)　2011年度予算では社会保障の拡充強化をはかるために引き続き財源の確保に努めること。

　(２)　社会保障予算の編成に当たっては金銭給付の拡充と共に保育所の整備等現物給付の拡充などそのバランスに配慮すること。

　(３)　基礎年金の国庫負担２分の１の財源確保を継続すること。

2.　社会福祉施策の充実について

◎(１)　子育て支援の強化にむけて、安心こども基金の充実と適用の拡大を行うとともに、保育所運営費の改善や放課後児童クラブの設置促進を進めること。

　(２)　介護・福祉現場の医療行為について、法令に基づき実施の可否、範囲および態様を規定し、介護・福祉労働者になし崩し的に制度矛盾やリスクを負担させることがないように責任の範囲や研修のあり方および報酬による評価等を検討すること。

　(３)　深刻化する児童虐待の防止施策の充実にむけ、児童福祉司や児童心理司の増員をはじめとした児童相談所機能の充実、一時保護所の入所児の処遇改善と要保護児童対策の強化を進めること。

　(４)　障害者の地域生活支援や地域生活移行にむけて、地域生活支援事業の充実や地域生活の定着されるよう、障害者施策の充実をはかること。

3.　保健・医療施策の充実について

◎(１)　医師不足解消、とりわけ医師の偏在解消にむけ、医師の適正配置の仕組みを構築するとともに、看護職員不足解消のための処遇改善、人材確保・育成および離職防止対策強化を進めるための財源確保とモデル事業を実施すること。

　(２)　新型インフルエンザなどの感染症対策の強化や、疾病予防対策の強化にむけて人材確保をはじめとした体制を強化すること。

　(３)　国民皆保険を堅持し、フリーアクセスが可能な地域医療の確保にむけた支援の拡充・財源確保を行うこと。とくに、救急・周産期医療等を担う公的病院を中心とした不採算部門等への財源保障を強化すること。

　(４)　後期高齢者医療制度の廃止後の制度設計にあたっては高齢者の負担軽減と公費投入を含めた持続可能なものとすること。また、新制度の円滑な発足のため自治体の電算システム改修など諸費用については、財政措置をはかること。

4.　積極的雇用政策について

　(１)　労働者派遣法の改正案は今国会で確実に成立させると共に、引き続き労働者保護の観点からなお不十分な部分については検証と今後の改正に取り組むこと。

　(２)　ハローワークの地方移管についてはＩＬＯ88号条約に基づきこれを行わないこと。

＜以下、自治労評議会、協議会等の要請＞

5.　現業評議会（社会福祉施設）

　(１)　介護保険制度においては地域間のサービス供給格差があり、地方の山間部や県境等はニーズがあるにもかかわらず、利用者が求めるサービスを受けることが出来ない状況下にある。このように介護サービスを受けることの出来ない地域が無くなるよう、公的責任において整備をはかるための予算措置を講ずること。

　(２)　研修およびキャリアパス等の考え方やモデル事業が示されており、今後それらが介護従事者の処遇改善に繋がるためにも、調査・検証を行うこと。またその際には関係団体含め、労働組合とも協議を行うこと。

　(３)　介護人材確保のための財源については、恒久的なものになるよう予算整備をはかること。

6.　現業評議会（保育）

　(１)　地域の子育て支援に関係する施設が連携し、全体で地域住民を支える機能を持つためにも、要員配置はもとより施設設備および研修なども含めた保育関係予算を確保すること。

　(２)　保育所保育指針に基づき、保育所においての統合的かつ計画的な「食育の推進」をはかり、「食育」を通しての保育者・保護者と協同した子ども・子育て家庭の健全育成を実践するため、市民ニーズに応えられる新たな調理員の配置基準を示すこと。

　(３)　保育所における規制の緩和は、全国的に保育の質を低下させるものである。とりわけ調理室は多様化する個々の子どもに適切かつ迅速に対応するため重要な位置づけである。乳幼児期の子どもに一番近いところでの「食の提供」を含めた食に関する相談、助言や食講座の開催など、地域子育て支援の観点からも調理室の必置と活用をはかること。

7.　現業評議会（病院）

　(１)　看護補助者を「医療チームの一員」と位置づけ、経験年数等により一定の資格を認定すること。

　(２)　経験年数に応じ仮称「医療専門調理師」等の資格を認定すること。

　(３)　「安心・安全」の観点からも地産地消の取り組みを推進させること。

　(４)　現場の声を反映させ患者の立場になった目線から「病院食」を提供させるためにも調理員を「ＮＳＴの一員」に参加をさせること。また、その場合は診療報酬の点数加算を行うこと。

　(５)　「病院・職員・患者・家族・地域」が一体となった地域型医療を構築していくためにも「施設技能労務職員」の経験・技能を最大限に活用すること。

　(６)　「施設技能労務職員」の配置基準を明確に示すこと。

8.　公営企業評議会

　(１)　2011年度予算編成について

　　　　2011年度予算要求において、要求概要と重点項目を明らかにするとともに、前年度予算額との減額による影響について明らかにすること。

　(２)　水基本法の制定について　

　　　　健全な水循環と水環境の保全を目的とする「水基本法」について、関係省と積極的に協議し、制定をめざすこと。

　(３)　国庫補助制度について

　　　①　危機管理・災害対策等の充実をはかるため、耐震化対策や老朽施設（配水管も含む）全体の更新に対する国庫補助基準の緩和および補助率の拡充をはかること。

　　　②　2007年度の国庫補助制度の採択基準変更にともない、2017年までに簡易水道等との事業統合が示されておりますが、簡易水道統合の資産等の調査にかかわる経費についても補助対象とすること。また、不採算部門である簡易水道等の統合による影響を最小限に抑えるためにも、統合年限の2017年以後についても、現行の補助制度を最低限維持すること。

　(４)　水道事業政策の考え方について

　　　①　自治体が策定する耐震診断の計画策定や海外水ビジネスへのインフラ支援について、国庫補助導入を検討されておりますが、その概要について示すこと。

　　　②　国の成長戦略および国際貢献の観点から海外派遣される自治体職員に対しては、自治体任せにせず、リスク管理も含めて、国が責任を果たすこと。また、全国から技術者を集め、幅広い支援を行うためにも、国として支援体制を確立すること。

　　　③　大口利用者の地下水を利用した専用水道移行が増え水道事業体の経営を圧迫しています。地下水は公共財で限りある資源であることに鑑み、地下水揚水の抑制や水道事業認可区域内における新たな専用水道の規制など、必要な法整備を行うこと。また、水質管理等の徹底並びに民間専用水道事業者への立入検査などの行政指導を徹底して行うこと。

　　　④　公営企業会計制度の見直しについて

　　　　　地方公営企業法第32条を改正する動きに対して、各水道事業体にあたえる影響について所管省庁としての考えを示すこと。

　　　　　あわせて、地方公営企業の原則に沿った剰余金の運用がなされるよう、各水道事業体に指導を行うこと。

　　　⑤　現時点での水道事業における一括交付金制度についての考え方を明らかにすること。

9.　全国労政・労委連絡会

　(１)　労政行政の推進について

　　　①　雇用保険特別会計（雇用福祉事業）の廃止や、調査関係の委託事業費削減の傾向が、今日の地方における労政行政の衰退に大きく影響しています。

　　　　　国の労政行政に対する現在の考え方、将来のあるべき姿を文書で明らかにすること。また、貴省（政策統括官付労使関係担当参事官室）の機能強化について具体策を示すこと。

　　　　　また、今後の労政行政において都道府県に期待すべき役割と取り組むべき施策に係る考え方を明らかにするとともに、都道府県知事に対し、地方における労政行政の拡充を強く求めること。さらに、労使関係担当参事官室と自治労全国労政・労委連絡会との定期協議の場を設置すること。

　　　②　2011年度における貴省の予算要求額について、労使関係等総合調査（労働組合基礎調査、実態調査、争議統計調査）をはじめとする都道府県労政行政に関わる事業および予算の具体的内容と金額を明らかにすること。また、今後の見通しと組織体制についても体系的に明らかにすること。

　　　③　「労使関係等総合調査」にかかる2011年度予算要求について、具体の要求内容、予算措置の見通しを明らかにすること。

　　　　　労働組合基礎調査の実施にかかるオンラインシステム構築について、具体の事務処理を行う上で想定される不具合など、現時点で明らかとなっている問題点を具体的に示すとともに、その改善にあたっては、都道府県調査担当者の意見を十分踏まえて行うこと。

　　　　　また、2011年度の都道府県委託費の要求額について、都道府県ごとの明細を示し、具体額を明らかにすること。

　　　　　さらに、委託契約の締結にあたっては、毎年度、都道府県と事前に協議すること。現在、委託契約額を超えて都道府県が負担している経費について、実費を支給すること。

　　　④　昨年度末をもって廃止された都道府県委託事業としての「賃上げ・一時金調査」を復活させること。また、そのために必要な財務省に対する予算要求の状況を詳細に示すこと。

　　　　　今夏の交渉の場でも指摘した通り、本調査は、未組織労働者を含めたすべての労働者の労働条件および生活水準の底上げをはかるというきわめて重要な目的を有すること、また、労使交渉が活発化する時期に、賃上げおよび一時金の世間相場を適宜示すことが合理的な団体交渉の促進、ひいては健全な労使関係の安定に大きく寄与していることを、改めて強く申し述べる。

　　　⑤　労使紛争が増加するなか、労使関係の安定、労使自治の適切な確保が喫緊の課題となっている。国としても、より一層それらの支援にむけた施策を積極的に実施すべきである。

　　　　　合理的な集団的労使関係の形成と発展をはかる施策について、現在の貴省の考え方と来年度予定している具体施策の内容を詳細に示すこと。

　　　　　連合は、労働組合の無い職場においても、労働者全体の意見を集約し、最低限の集団的労使関係を構築するため、「労働者代表委員会」設置の法制化への取り組みを始めている。労働者代表制度についての国の検討状況を示し、法制化に当たっては、都道府県の労政行政を相談・指導の窓口とすること。

　(２)　都道府県が実施する労働相談、労使紛争未然防止・解決事業に対する支援強化等について

　　　①　「今後の労働関係法制度をめぐる教育の在り方に関する研究会」の議論内容を踏まえ、労働者および労使関係（個別・集団）教育施策に対する貴省の考え方と2011年度の具体施策、予算要求額を明らかにすること。

　　　　　また、都道府県がこれら施策を積極的に実施することができるよう、新たな補助制度や支援施策の創設を検討するとともに、関係予算を確保し、財政面での支援・拡充をはかること。

　　　　　また、高校生や大学生に対し、社会人として生きる力の基礎となる労働者教育を推進することも重要な課題であり、そのためには、労働行政と教育行政との連携が必要不可欠である。貴省と文部科学省の連携を強めるとともに、それら事業を効果的なものとするため、現場の労使関係に精通している都道府県労働行政を十分に活用した事業展開をはかること。

　　　②　本年９月、貴省から「有期労働契約研究会」報告書が公表された、有期労働契約に係る課題については、望むと望まざるとにかかわらず、労働者が使用者より圧倒的に不利な立場にある契約関係であることを基本的な視点として、(ア)契約締結時の合理的な事由の限定、(イ)契約更新回数や利用可能期間に係る公正なルールの制定、(ウ)雇い止め法理の明確化、(エ)正社員と同様の業務を行う労働者の公正・均衡待遇の実現、(オ)職業能力形成促進のための正社員への転換、等々について議論を進め、労使間において真に公正・対等な労働契約のあり方を提示すること。

　　　　　また、都道府県等と連携し、安定雇用を生み出すための施策をともに展開すること。

　　　③　「個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律」に基づき、紛争を未然に防止するため、自治体の実施する情報の提供、相談、あっせんその他の事業ついて、貴省から財務省に対して行った2011年度予算要求の内容と、予算措置の状況の詳細を示すこと。

　　　　　国が事業主等を対象に発行している関係法規および関係制度を解説するパンフレット・リーフレットについて、都道府県がその啓発および相談対応に活用するための必要な部数を配付すること。また、配付にあたっての具体的な手順を示すこと。

　　　④　今日、都道府県の労働相談では、労働者が心の不調を訴えるケースが多く、精神科医や心理カウンセラーとの連携・協力が必要な事案が増加している。

　　　　　本年９月、貴省において「職場におけるメンタルヘルス対策検討会」による報告書がまとめられたが、これに基づき、貴省が2011年度に実施を予定している対策、具体事業を詳細に示すこと。

　　　　　また、都道府県がこうした事案に適切に対処し、労働者の心身の健康を確保することができるよう、財政支出を含めた支援を行うこと。具体には、都道府県の労働相談と、独立行政法人労働者健康福祉機構、都道府県産業保健推進センターとが必要な連携をはかることができるよう、貴省から同機構に対して働きかけを行うこと。

　　　⑤　地方労働局と都道府県の実施する労働相談・あっせんとの連携を強化すること。

　　　　　地方労働局と都道府県労働相談の交流について、貴省から通達が示されてはいるものの、現場職員レベルでの交流は遅々として進んでいない。

　　　　　労働基準監督署の監督官並びに都道府県労働局労働紛争調整官と都道府県労働相談担当職員との交流、ネットワークづくりに積極的に取り組むため、地方労働局に対して適切な指導等を行うこと。

　　　⑥　現在の紛争調整委員会委員の氏名および経歴と、総合労働相談員の経歴別人数および募集方法について明らかにすること。また、募集に当たっては、労働組合役員経験者など、労働側代表者の枠を設けること。

10. 全国職業訓練協議会

　(１)　新たな「求職者支援制度」の事業運営について、国（都道府県労働局・ハローワークと雇用・能力開発機構）が一元的に運営するのではなく、地域の産業政策や福祉政策と連携した効果的な職業訓練とするために、都道府県を活用した実施体制とすること。また、都道府県の実施する公共職業訓練も訓練コースの対象として予算措置すること。

　(２)①　都道府県の公共職業能力開発施設の運営経費は、職業能力開発促進法に国の財政措置が明記されており、事業交付金、設備整備補助金の一般財源化にあたっては税源移譲を確実に実施すること。

　　　②　雇用・能力開発機構の廃止により減額される雇用保険特別会計（能力開発事業）について、都道府県の能力開発に関する経費として訓練実施規模に基づき交付すること。

　(３)　都道府県における離転職者訓練の拡充と新規事業に対して、積極的な予算措置を行うこと。

　　　　また、都道府県で実施する委託訓練の規模増に対して、雇用・能力開発機構の廃止にともなう受け皿としての実施体制が確立できる予算を確保すること。

　(４)　公共職業訓練の受講が必要とされる求職者を支援するため、訓練手当の予算を増額し支給対象者の枠を拡大するとともに、貸付要件を満たしているすべての訓練生に技能者育成資金を貸付けること。

　(５)　高等学校無償化法による授業料の無料化に準じて、公共職業訓練を受講する新規中卒者に対しても、訓練受講の経費を無償化するよう予算措置すること。

　(６)　発達障がい者訓練をはじめとする障がい者の一般校受け入れ事業については、都道府県の要望を踏まえ、適切に予算を措置すること。

　　　　また、障がい者の受け入れ事業のために必要な研修を定期的かつ長期的に実施すること。

　(７)　平成22年４月28日付「都道府県又は市町村が設置する公共職業能力開発校の管理運営について」の通知により、公共職業訓練施設の管理運営に指定管理者制度の導入が可能とされたが、すべての都道府県で良質な職業訓練を実施できるように措置を講ずること。

　(８)　「地方分権改革推進計画」および「地域主権大綱」による職業能力開発促進法の「義務付け・枠付の見直し」については、雇用のセーフティネットとしての公共職業の役割を踏まえ、全ての都道府県でナショナルミニマムによる良質な職業訓練が実施できるよう必要な措置を講ずること。

　(９)　雇用・能力開発機構の廃止と事業の職業能力開発業務の高齢・障害者雇用支援機構への移管にあたっては、「地域の産業政策や福祉政策と連携した職業能力開発事業（離職者訓練および在職者訓練）の展開が重要であることから、原則的に都道府県が実施する」こととすること。

　(10)　全国専修学校各種学校等からの民間教育機関との競合を理由とした、都道府県の職業能力開発施策に対する不当な介入を行わせないこと。

　(11)　県立短期大学校に対して、独立行政法人化の指導を行わないこと。

11. 都区・政令市共闘会議民生部会

　(１)　住宅手当や総合支援資金（住居入居初期費用・生活支援費貸付）・緊急雇用対策などの周知を徹底するとともに、利用要件の緩和や内容改善を行うこと（敷金・礼金などの住居入居初期費用も住宅手当対象にする）、住居確保までのシェルターを確保することなど実効性のあるものにすること。また、それが、生活保護に陥らないための他法・他施策、すなわち文字通りの第２のセーフティネットとなるよう充実させること。

　(２)　年末年始の生活総合相談を実施する場合は国の責任で特定地域に集中しないよう全国的に実施し、国の大規模施設を活用し、東京都・特別区が実施している新型自立支援センター機能をもった施設を一定期間確保すること。

　(３)　従来のホームレス支援策や福祉施策を参考にし、新たな「雇用施策」として各都道府県に生活（生活訓練含む）・就労（職業訓練含む）支援機能を持つ求職者支援センター（宿泊・通所型）を通年設置し、失職で路上生活を余儀なくされた求職者への就労・住居確保・生活支援を継続的に行う仕組みをつくること。

　(４)　生活保護受給者に対しては就労支援等自立支援につながる対応を促進すること。

　(５)　ホームレス支援策としての緊急一時保護センターおよび自立支援センターを各政令都市に設置を行うこと。

　(６)　増大する生活保護受給者に対応できる福祉事務所の実施体制を整備するための財源措置をとること。

　(７)　国として雇用創出を積極的に行うこと。

　(８)　ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法の時限である2012年度を過ぎても支援策が講じられるよう、必要な法制定を行うこと。

以　　上　　

